
令和6年４ 月１ 日 現在

・ 訪問、 相談支援

・ 障害者手帳（ 身体・ 療育・ 精神） 申請受付

 ・ 交付

・ 自立支援医療（ 育成医療・ 更生医療・ 精神

 通院） 受給者証の申請受付・ 交付

・ 各種障害福祉サービ ス の申請受付  等
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障害者自立支援協議会

（ 障害者総合支援法）

【 所掌事務】

・ 精神保健及び精神障害者福祉に関する

事項の調査審議の他、 意見具申

・ 指定病院の指定取消し に係る 意見聴取

・ 精神保健福祉施策に関する 意見交換

等

⇒精神保健及び精神障がいに関する 会議

体の中でも 、 主に「 医療・ 保健」 分野の

協議を行う 場と して位置付けていま す。

自殺対策連絡協議会

（ 自殺対策基本法）

自殺対策

アド バイ ザリ ーボード

（ 精神保健福祉法第9条）

精神保健福祉審議会
精神医療審査会

（ 精神保健福祉法）

静岡市精神保健福祉施策の実施体制（ 概要）

自殺対策庁内連絡会

各区障害者支援課

（ 主と して「 各種申請窓口」 を 所管）

（ 障害者基本法）

精神保健福祉課

（ 主と して「 精神医療」 「 精神障がい者福祉」 を 所管）

【 企画係】

       正規４ ・ 会計年度３

・ 精神科病院指導監査

・ 地域生活支援センタ ーの設置

・ 入院医療費、 交通費助成

・ 重度心身障害者医療費助成

・ 自殺対策事業

・ 指定自立支援医療機関

・ 障害者虐待防止事業  等

【 相談支援係】

            正規６

・ 訪問、 相談支援

・ 精神保健福祉法の通報対応

・ 精神障害者等退院後支援事業

・ 精神科病院の各種届出等受理

・ 医療観察制度における 調整

・ 精神科救急体制整備事業

・ 関係団体への運営支援 等

こ こ ろの健康センタ ー

（ 主と して「 専門相談・ 技術支援」 を 所管）

障害者施策推進協議会

・ 障害者福祉に係る 施策の企画・ 調整

・ 静岡市障がい者共生のま ちづく り 計画の総括

・ 発達障害者支援体制の整備

・ 身体・ 知的障害者及び障害児に係る 施設の管理

・ 障害者に対する 虐待の防止に係る 施策の総括 等

障害福祉企画課

(主と して「 障がい者施策」 全般を所管）
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【 地域支援係】

    正規４ ・ 会計年度１

・ 精神医療審査会の

 運営

・ 精神保健福祉に係

 る 普及啓発、 人材

 育成

・ 関係機関への技術

 指導・ 技術援助

・ 調査研究

【 こ こ ろの健康推進係】

                  正規3

・ 専門相談及び回復

 プロ グラ ムの実施

 （ う つ病、 依存症

 等）

・ 調査研究

【 総務係】

  正規３ ・ 会計年度３

・ 精神保健福祉手帳

の判定及び交付決定

・ 自立支援医療（ 精

神通院医療） に係る

判定

・ 調査研究

課長 １ 所長 １ 、 事務長 １ 、 参事１ 、 主幹2

資料１

第１ 回
令和６ 年８ 月６ 日開催

議題
「 精神障害者交通費

助成事業のあり 方に
ついて」 など



静岡市精神障害者
交通費助成事業について

１ ⃣経過

資料２−１

1



（事業の目的）
精神障害者の生活圏を拡大することにより社会参加を促進し、

もって障害者の福祉の増進に寄与することを目的に、精神障害者
保健福祉手帳所持者に対して年額上限6,000円の交通費助成を行
う。

（背景）
平成１５年度から本事業が開始となったが、事業開始の発端と

して、身体および知的障害との交通費における各種割引制度に対
する格差があった。そのため、精神障害者に対する交通費助成事
業を行うことで、障害ごとによる交通費助成における格差を是正
する必要があった。

１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 目的 背景（１）

2



手帳による各種割引制度（平成15年当時）

１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 目的 背景（２）

3

JR運賃割引 乗車券が半額（５割） × 〇 〇

タクシー運賃割引 賃走料金の割引（1割引） × 〇 〇

航空運賃割引 割引率は航空会社により異なる × 〇 〇

取得税：課税標準額300万円を上限に減免
自動車税：45,000円を上限に減免
軽自動車税：全額減免

市
タクシー利用料金助成
（静岡市独自事業）

年間550円券を24枚（13,200円分）配付 ×
〇（1.2級）
聴覚、音声言語、 
咀嚼機能障害は  

 除く

〇（A）

割引制度 割引内容
精神 
障害者

身体
障害者

知的
障害者

自動車税減免 〇（1級）
〇

障害の部位に
より異なる

〇（A）
県
・
市

私鉄（静鉄）バス・
電車運賃割引

乗車券が半額（５割） 〇 〇 〇

民
間



１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 変遷

4

・平成１５年度〜 静岡鉄道のパサールカード（交通機関に限定した磁気カード）6,000円分の交付

現行の交通費助成制度の運用開始（利用履歴、領収書等による実績払い）
（目的外（交通費以外の）使用が発覚したことによる）

・平成２０年度〜

・平成２２年度〜

・平成２８年11月〜

・平成２６年度〜

JR東海のTOICAカードも交付対象に追加。
（静岡市と蒲原町の合併等による）

・令和７年度〜 新制度への移行 ➡ タクシー利用料金助成事業の開始（案）

ルルカカードもICカード化されたことに伴い交通費以外の買物等にも使用可能となる。
（パサールカードの販売中止に伴い）
ルルカカード、TOICAカード6,000円分のチャージ券の交付
TOICAカードがICカード化されたことに伴い交通費以外の買物等にも使用可能となる。

・平成２９年度〜



静岡市精神障害者
交通費助成事業について

２ ⃣令和７年度からの事業について

5



１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 令和７年度〜（１）

6

・これまで他障害の交通費助成との格差が生じており、その解消
に向けて本事業がその役割を果たしてきた。
・令和７年度からJRの運賃割引が精神も割引の対象に加わった
ことにより、三障害の交通費助成の格差が徐々にではあるが解消
してきている。
・しかし、本市が行っている「障害者タクシー料金助成制度」は
これまでも身体障害および知的障害のみが対象となっており、
精神障害との格差が生じていた。このことから、本市の行う事業
について三障害の格差を解消すべく、精神障害者も同事業の対象
とする必要がある。



１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 令和７年度〜（２）

7

（目的）
在宅の重度の精神障がい者に対し、タクシー利用料金の一部を

助成することにより、その生活圏の拡大による社会復帰の促進を
図るとともに、障がい者福祉の増進を図る。

（事業概要）
精神保健福祉手帳１級の精神障害者に対し、タクシー利用料金

の一部を助成するため、タクシー利用券を交付する。

「精神障害者タクシー料金助成制度（仮称）」



１ 静岡市精神障害者交通費助成事業 令和７年度〜（３）

8

手帳による各種割引制度の格差の解消状況

※ただし、タクシー運賃割引は他の自治体含め精神障害者は割引の対象となっていない（資料２−２参照）
ため、今後も引き続き、身体障害、知的障害と同等になるように働きかけを行っていく。

【令和７年度〜】

JR運賃割引 乗車券が半額（５割） × 〇 〇 〇（R7.4月〜） 〇 〇

タクシー運賃割引 賃走料金の割引（1割引） × 〇 〇 × 〇 〇

航空運賃割引 割引率は航空会社により異なる × 〇 〇 〇（H30.10月〜） 〇 〇
取得税：課税標準額300万円を上限に減免
自動車税：45,000円を上限に減免
軽自動車税：全額減免

市
タクシー利用料金助成
（静岡市独自事業）

年間550円券を24枚（13,200円分）配付 ×
〇（1.2級）
聴覚、音声言語、 
咀嚼機能障害は  

 除く

〇（A）
（案）

〇（1級）
（R7.4月〜）

〇（1.2級）
聴覚、音声言語、 
咀嚼機能障害は  

 除く

〇（A）

県
・
市

割引制度 割引内容
精神
障害者

身体
障害者

知的
障害者

私鉄（静鉄）バス・
電車運賃割引

民
間

自動車税減免 〇（1級）
〇

障害の部位に
より異なる

乗車券が半額（５割） 〇 〇

〇（1級）
〇

障害の部位に
より異なる

〇（A）

【平成１５年当時】

精神
障害者

身体
障害者

知的
障害者

〇 〇 〇

〇（A）

〇



区分 自治体数

なし ２ 都市

あり 18都市

区分 自治体数

生活圏の拡大 17都市

生活訓練の推進 ９ 都市

その他 ー

区分 自治体数

手帳１ 級 ２ 都市

手帳１ ・ ２ 級 １ 都市

手帳１ ～３ 級 15都市

その他

（ 上記と 重複）
４ 都市

区分 自治体数

乗車券

乗車証
12都市

タ ク シー券 14都市

自動車燃料費助成 ７ 都市

交通系電子マネー

（ チャ ージ含む）
１ 都市

実費への助成 10都市

５  助成額

区分 自治体数

6,000円未満 ２ 都市

6,000円～9,999円 ２ 都市

10,000円以上 ５ 都市

区分 自治体数

なし 14都市

あり ４ 都市

裏面あり

ー ー

・ 障がいのある 方（ 手帳が必須ではない事業あり ）

・ 同居家族（ 当該家族の所有する 車を運転する 場合）

・ 介護者 など

仙台市、 千葉市、 広島市、 福岡市

備考

福祉乗車証（ 地下鉄、 市電、 バス ）

割引専用Ｉ Ｃ カード

交通系福祉Ｉ Ｃ カード

タ ク シー利用券、 福祉タ ク シー利用券、 患者等輸送タ ク シー利用券、

バス 利用券

自治体名

広島市、 北九州市

静岡市、 浜松市

札幌市、 仙台市、 横浜市、 川崎市、 新潟市

静岡市ほか

北九州市5,000円

浜松市7,000円

交通系電子マネーのチャ ージ額（ 札幌市）

燃料費助成券の上限（ 仙台市）

タ ク シー利用券の上限（ 横浜市・ 川崎市・ 新潟市）

備考

６  所得制限の有無

２  助成目的（ 重複あり ）

札幌市、 仙台市、 千葉市、 横浜市、 相模原市、 川崎市、 静岡市、

名古屋市、 京都市、 大阪市、 神戸市、 岡山市、 広島市、 北九州

市、 熊本市

仙台市、 浜松市、 神戸市、 北九州市

札幌市、 仙台市、 千葉市、 横浜市、 川崎市、 静岡市、 浜松市、 名

古屋市、 新潟市、 京都市、 大阪市、 神戸市、 岡山市、 広島市、 北

九州市、 福岡市、 熊本市

札幌市、 千葉市、 横浜市、 川崎市、 相模原市、 浜松市、 新潟市、

広島市、 北九州市

自治体名 備考

社会参加の促進、 外出の支援（ 移動手段の確保）

３  対象者（ 重複あり ）

障害福祉サービス 事業所等への通所費用の一部を助成

備考自治体名

新潟市、 福岡市

自治体名

さ いたま 市、 堺市

静岡市ほか

各政令指定都市における精神障がい者への交通費助成事業の実施状況について（令和５ 年度調べ）

１  制度・ 事業等の有無

実施していない理由

財政上の問題（ 必要性の順位が低い）

ー

備考

静岡市以外は、 施設通所交通費助成

※限度額等が決ま っている 事業のみ

浜松市

札幌市、 仙台市、 千葉市、 横浜市、 相模原市、 新潟市、 神戸市

札幌市

自治体名

札幌市、 仙台市、 横浜市、 川崎市、 名古屋市、 京都市、 大阪市、

神戸市、 岡山市、 広島市、 福岡市、 熊本市

札幌市、 仙台市、 千葉市、 横浜市、 相模原市、 川崎市、 浜松市、

新潟市、 名古屋市、 神戸市、 広島市、 福岡市、 北九州市、 熊本市

４  助成方法・ 内容（ 重複あり ）

自動車燃料助成券 など

札幌市、 千葉市、 横浜市、 川崎市、 相模原市、 静岡市、 浜松市、

新潟市、 広島市、 北九州市

自治体名

資料 2-2

１



乗車券

乗車証
１ 都市 福岡市 ２ 都市 札幌市、 浜松市 11都市

仙台市、 横浜市、

川崎市、 名古屋市、

京都市、

大阪市、 神戸市、 岡

山市、 広島市、 熊本

市、 福岡市

タ ク シー券 ９ 都市

千葉市、 横浜市、 川

崎市、

新潟市、 名古屋市、

神戸市、

広島市、 福岡市、 北

九州市

４ 都市

仙台市、 相模原市、

浜松市、

熊本市

1都市 札幌市

自動車燃料費助成 ４ 都市

千葉市、 横浜市、 新

潟市、

神戸市

２ 都市 仙台市、 相模原市 １ 都市 札幌市

交通系電子マネー

（ チャ ージ含む）
ー ー ー ー １ 都市 札幌市

実費への助成 ー ー ー ー 10都市

札幌市、 千葉市、 横

浜市、 川崎市、

相模原市、

静岡市、 浜松市、 新

潟市、 広島市、 北九

州市

（ 助成制度） あり １ ８ 市 なし ２ 市

（ 目的（ 重複有） ） ： 生活圏の拡大１ ７ 市、 生活訓練９ 市 

（ 交通手段） ： タ ク シー券※１ ４ 市、 バス ・ 電車運賃証１ ４ 市、 実費助成（ 施設通所） １ ０ 市

       ※タ ク シー券対象（ １ 級９ 市、 １ ～２ 級４ 市、 １ ～３ 級１ １ 市）

（ 助成額） ６ 千円未満２ 市、 ６ ～１ ０ 千円未満２ 市（ 本市） 、 １ ０ 千円以上５ 市、 実費助成（ 施設通所） １ ０ 市

８  政令都市の実施状況（ ま と め）

９  県内近隣自治体の状況（ 令和６ 年度精神障害者に対する タ ク シー交通費助成）

助

成

方

法

７  等級と 支給内容のク ロ ス 集計

区分

手帳１ 級 手帳１ ・ ２ 級 手帳１ ～３ 級

・ ２ ４ 回 ・ 初乗り 運賃×２ ４ 回 ・ １ 回につき ５ 割助成 ・ １ 回につき ５ 割助成

〇非課税世帯のみ ・ 上限1,000円×４ ８ 回 ・ 上限1,000円×４ ８ 回

×生活保護対象外 〇通院・ デイ ケアのみ

×入所者（ 社会福祉施設）

対  象

富士宮市 富士市 藤枝市

なし

静岡市

タ ク シー運賃割引

（ 民間事業者）

なし なし なし なし

※身体・ 知的1割引 ※身体・ 知的1割引 ※身体・ 知的1割引

１ ， ２ 級 １ 級 １ 、 ２ 級

焼津市

１ ， ２ 級

※身体・ 知的1割引

なし

JR割引公表による

助成の見直し 予定
変更予定なし 変更予定なし 変更予定なし 変更予定なし

※身体・ 知的1割引

タ ク シー券配布

（ 市町の助成事業）

〇入所者（ GH,ケアハウス、

     有料老人ホーム）

※身体・ 知的のみ

・ 年間550円×２ ４ 回

 （ 最大13,200円分）

２
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→
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福祉施設と 相談支援機能の適正配置に
係る 検討について（ 案）

6



自殺対策事業について

資料４

1



１ 全国の動向

日本の自殺者数は、 経済不

況と なった平成10年から 急

増し 、 年間３ 万人台で推移

し ていたが、 平成24年以降

は２ 万人台で推移。

年々減少傾向にあったが、

令和２ 年にはコ ロ ナの影響

か、 11年振り に増加。 以降

は、 横ばいの推移が続いて

いる 。

男女の内訳では、 令和５ 年

は、 令和４ 年と 比較し て大

き な差はない。

23,472 22,283 
20,955 19,273 

18,787 17,386 
16,681 
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人数 自殺死亡率全国の自殺者数及び自殺死亡率の推移

女性 男性 自殺死亡率

31,690
30,651

27,858 27,283

25,427
24,025

21,897 21,321
20,840 20,169

21,081 21,007

32,845

21,881 21,837

自殺死亡率と は、 人口１ ０ 万人あたり の自殺者数

厚生労働省： 地域における 自殺の基礎資料
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２ 静岡市の動向

静岡市の自殺者数も 、 全国

と 概ね同様の傾向がみら れ

る が、 令和３ 年の自殺者数

は、 市が把握し ている 期間

で最も 少ない人数と なった。

令和５ 年の自殺者数は117人。

令和４ 年の125人と 比較し て

８ 人減少。

令和５ 年の自殺死亡率は

17.1で、 静岡県の18.2・

全国の17.6と 比較する と 、

僅かに低い。
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H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5

人数 自殺死亡率自殺者数及び自殺死亡率の推移

女性 男性 静岡市

静岡県 全国

147
161

177

148
140 137 136

104

147

120 124
105 101

125
117

自殺死亡率と は、 人口１ ０ 万人あたり の自殺者数

厚生労働省： 地域における 自殺の基礎資料
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３ 静岡市： 令和６ 年の自殺の状況（ 11月末時点）

令和６ 年11月末時点、 静岡市

における 自殺者数累計は57人

と 、 前年同月と 比較し て35人

減（ 38.0％減） 。

男性は26人、 女性は９ 人減少。

前年と 比較では、 ５ ～７ 月の自

殺者数が特に少なく なっていた

が９ 月は増加。 10、 11月で再

び減少し た。

※調整と は、 例えば８ 月に
ご遺体が発見さ れたが、 検
死の結果６ 月に自殺で亡く
なっていた場合など 、 各月
の暫定値に反映さ れなかっ
たその年の自殺者が後から
加えら れる も の。

厚生労働省： 地域における 自殺の基礎資料

8 

5 
6 6 6 

5 
2 

5 

11 

2 
1 0

5

10

15
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1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 調整

月別自殺者数の推移（ 静岡市総数）

令和６年（暫定値） 令和５年（確定値） 令和４年（確定値） 令和３年（確定値） 令和２年（確定値）

調整12月11月10月9月8月7月6月5月4月3月2月1月

121152566658合計
令和６ 年

（ 暫定値）
12842523534男性

00310043124女性

575654433836312519138合計

累計 39383628242217151274男性

1818181514141410764女性

11798928170635949372320104合計
令和５ 年

累計
827065575043403326161383男性

3528272420201916227721女性
4



令和７ 年度
令和６ 年度

（ 12月末日現在）
令和５ 年度令和４ 年度令和３ 年度令和２ 年度令和元年度事業と 概要

市民意識調査第４ 期計画市民意識調査第３ 期計画
関係機関と 連携し て自殺対策を

総合的に推進
自殺対策行動計画

⇒継続⇒
（ 一体化）

４ 回： 313人
（ 市職員e-ラ ーニング含）

８ 回： 1380人
（ 市職員e-ラ ーニング含）

８ 回： 192人16回： 880人６ 回： 169人10回： 513人
（ 教員向け内１ 回）

ゲート キーパーを
育成する ための研修

ゲート キーパー研修

２ 回： 50人
（ 介護関係・ 学校関係）

１ 回： 40人
（ 介護関係者）

ーーーー
ゲート キーパー研修を
実施する 講師を養成

ゲート キーパー
講師養成研修（ 委託）

市内高等学校
計３ 校

E高校等
計８ 校

D高校C小学校
A小学校
B中学校

小中高校の児童生徒に
SOSの出し 方を教育

（ 保健所モデル実施）
S OS の出し 方に

関する 授業
国通知によ る
強化（ 通知）

市立小中学校の
ス ク ールカウ ン

セラ ー１ 人１ 実践
ス タ ート

保健所から
全教頭に
事業説明

同上
（ 学校実施）

⇒継続⇒⇒継続⇒
⇒チャ ッ ト ボッ ト

実装
⇒継続⇒⇒継続⇒

⇒ミ ニ動画講座
追加掲載

⇒相談窓口等掲載
（ 継続）

自殺予防に係る 情報提供や
相談窓口等の周知

市自殺対策
ホームページ

し ずこ こ ネッ ト

⇒継続⇒
モデル実施

１ 回
支援者説明会

１ 回
ーーーー

専門職によ る
学校教員への支援

子ど も ・ 若者の
自殺危機応援チーム

⇒継続⇒１ 回（ ２ 月開催予定）４ 回ーーーー
有識者が戦略的な

アド バイ ス を提供する 会
アド バイ ザリ ー

ボード

相談窓口・ 体制等の
整理／重層と の連携

専門家によ る
ワ ンス ト ッ プ相談会

総合相談会

⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒
365日（ 正午～21時） /

毎月10日24時間
静岡いのちの電話

（ 委託）

⇒継続⇒
広報紙や啓発物配布、

街頭キャ ンペーンで啓発
普及啓発活動

⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒⇒継続⇒
自死家族に向けた相談先
紹介パンフレ ッ ト 配布

自死遺族支援

移
行

⇒ 継続実施 ⇒（ 街頭キャ ンペーンはコ ロ ナ禍（ Ｒ ２ ～５ 年度） 中止、 R６ 再開） ⇒ ⇒ 

Life （ いのち） を守る 総合相談会（ 直営）
新型コ ロ ナ感染症拡大の影響に伴う 複雑困難な問題を抱える

市民や支援者から の相談に対応（ 専門家に医師含む）

生き る ！
を支える

総合相談会

⇒こ こ ろと 法律の相談会
（ 専門職に弁護士・ 精神保健福祉士等）

４ 静岡市における主な自殺対策事業（ 経過及び次年度に向けて）

５


